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日本放送協会 理事会議事録 
               （平成２９年１２月１９日開催分） 
  
平成３０年 １月１２日（金）公表 
 
＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会 
 

＜会  議  日  時＞ 

平成２９年１２月１９日（火） 午前９時００分～９時２５分 

 

＜出   席   者＞ 

上田会長、堂元副会長、木田専務理事、坂本専務理事、 

児野専務理事・技師長、根本理事、松原理事、荒木理事、黄木理事、 

大橋理事、菅理事、中田理事、今井特別主幹 

 

＜場         所＞ 

放送センター 役員会議室 

 

＜議        事＞ 

 上田会長が開会を宣言し、議事に入った。 

 

付議事項 

 

１ 審議事項 

（１）平成３０年度インターネットサービス実施計画について 

（２）平成２９年度インターネットサービス実施計画の変更について 

（３）非現用不動産の売却について 

（４）「働き方推進委員会」の設置に伴う職務権限事項の改正について 
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２ 報告事項 

（１）２０１７年１１月全国視聴率調査の結果について 

 

議事経過 

 

１ 審議事項 

（１）平成３０年度インターネットサービス実施計画について 

（経営企画局） 

「平成３０年度インターネットサービス実施計画」について、審議を

お願いします。 

ＮＨＫのインターネット活用業務は、放送を補完してその効用・効果

を高め、国民共有の財産である放送番組等を広く国民に還元するなど、

放送法第１５条に掲げられたＮＨＫの目的を達成するために実施するも

のです。実施にあたっては、「放送法第２０条第２項第２号および第３号

の業務の実施基準（インターネット実施基準）」（以下、「実施基準」）に

基づき、各事業年度の開始前に「インターネットサービス実施計画」（以

下、「実施計画」）を策定・公表することとしています。実施は、３０年

４月２日月曜日からです。 

 まず、基本方針では、ＮＨＫは、「公共の福祉の実現に向けた価値を提

供するという使命」を担い、「命と暮らしを守る防災・減災報道に全力で

取り組み、日本や世界の課題に正面から向き合い、公平・公正で正確な

情報と、豊かで質の高いコンテンツの提供によって、『いつでも、どこで

も』視聴者のみなさまの期待にしっかりと応えられる『情報の社会的基

盤』として、技術の発展に寄与しながら、自主自律を貫き、健全な民主

主義の発達と文化の向上に貢献」するとしています。平成３０年度は「大

切なことを、より深く、より身近に ～“公共メディア”のある暮らし～」

を掲げたＮＨＫ経営計画（２０１８－２０２０年度）の１年目にあたり

ます。公共放送が果たすべき役割に重点を置きつつ、経営計画に基づき、

正確、公平・公正な情報で貢献、安全で安心な暮らしに貢献、質の高い

文化の創造、地域社会への貢献、日本と国際社会の理解促進、および教

育と福祉への貢献という６つの「公共的価値」の実現を追求していきま

す。インターネット活用業務については、主要業務である放送を補完し

てその効用・効果を高めるなど、放送法第１５条に掲げられたＮＨＫの
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目的を達成するために実施します。放送を太い幹としつつ、激しい環境

の変化や技術の発展に適時・適切に対応して、公共放送の役割を果たし

ていくために、インターネットならではの特性を生かして、放送番組や

その理解増進情報を、より多くの人々が、「いつでも、どこでも」利用で

きるように、多様な伝送路を通じて提供します。 

続いて、具体的なサービス内容について、４部にわたって説明します。 

第１部「受信料を財源とするサービス」についてです。 

（１）受信料を財源とし、広く一般の視聴者に提供するサービス（２号 

受信料財源業務）について 

 国内放送関係では、放送番組における領域ごとの取り組みとして、放

送のジャンル分けに沿う形で、「ニュース（報道・解説）」「スポーツ」「生

活」「教育・科学・教養・福祉」「娯楽」「大型企画」の６つの領域にまと

め、放送番組と連動したインターネットサービスを提供していきます。 

 また、複数のジャンルやコンテンツにまたがる取り組みとしては、よ

り多くの人々に、多様な伝送路で公共性の高い情報や番組などのコンテ

ンツを届けるため、「インターネットによる番組の周知・広報」「ラジオ

のインターネットサービスの提供」「インターネットによるアーカイブ

スの提供」「通信と連携したテレビ向けサービスの充実」「地域放送局の

インターネットサービス」の５つの領域でインターネットサービスを提

供していきます。 

 国際放送関係では、放送番組における取り組みとして、「ＮＨＫワール

ド ＪＡＰＡＮオンライン」ホームページの充実を図ります。また、テ

レビ国際放送、およびラジオ国際放送の放送同時提供とオンデマンド提

供を行います。 

 試験的な提供については、放送を補完する観点から、番組放送と同時

に提供するサービスの改善・向上の検討に資するために、「実施基準」に

則って実施します。試験計画は、実施日時や期間、提供内容、費用等を

事前に公表し、結果については終了後にＮＨＫの公式ホームページ「Ｎ

ＨＫオンライン」で公表します。 

 なお、２号受信料財源業務の費用は、受信料収入の約２.２％です。 

（２）受信料を財源とし、事業者等へ提供するサービス（３号受信料財

源業務）について 

 国内放送関係の国内事業者への提供についてです。多数の国民の生
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命・財産に切迫した危機があると考えられる大規模災害時等において、

他のインターネット事業者からの申し出に基づき、ＮＨＫが放送する緊

急ニュースを当該事業者が放送と同時に提供することを認める場合や、

公共放送として特に意義のあると認められる場合に、過去番組等を他の

事業者に提供する場合があります。 

 国際放送関係の受信環境整備としての海外事業者への提供についてで

す。ＮＨＫの国際放送について、より多くの海外の視聴者に接触してい

ただけるようにする施策の一環として、動画や音声の放送同時提供やオ

ンデマンド提供を行う海外の事業者に国際放送番組を提供することがあ

ります。 

第２部「有料で行うサービス」についてです。 

（１）利用料金を財源とし、一般の利用者向けに有料で提供するサービ

ス（２号有料業務「ＮＨＫオンデマンド」）について 

 ＮＨＫオンデマンド（ＮＯＤ）は、ＮＨＫが国内で放送した番組およ

びその理解増進につながる情報などを、一般の利用者向けに提供する会

員制有料動画配信サービスです。ＮＨＫが直接サービスを提供する「直

接提供型」と、外部のプラットフォーム事業者を通じてサービスを提供

する「プラットフォーム経由型」の２種類があります。３０年度も引き

続き、国民共有の財産という性格を持った放送番組等を広く国民に還元

するために、コンテンツの充実や利便性の向上、利用者の拡充を目指し

てサービスの向上に取り組みます。 

（２）有料で事業者等へ提供するサービス（３号有料業務）について 

ＮＨＫが国内で放送した番組などを、ビデオ・オン・デマンド（ＶＯ

Ｄ）事業を行っている対象事業者から求めがあった場合、公共放送への

信頼を損なわないことを前提に、放送番組等有料配信業務勘定の健全な

収支や２号有料業務、さらに国内放送等との関係などを総合的に考慮し

て、有料で提供します。 

（３）２号有料業務、３号有料業務の収支について 

２号有料業務および３号有料業務は、区分経理の対象であり、放送番

組等有料配信業務勘定として計理します。 

第３部「実施状況に関する資料の作成および評価について」です。 

「実施計画」に記載した業務の実施状況については、年度終了後に、

収支を含めた実施結果を作成し公表します。また、技術の発達、需要の
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動向、市場競争への影響、受信料の公平負担との関係等を勘案して、多

角的な評価を行い、サービスの充実、改善に取り組みます。なお、「実施

計画」は必要に応じて、年度途中に変更することがあります。 

第４部「インターネット活用業務に関する競合事業者からの意見・苦情

等への対応について」です。 

「実施計画」に基づき実施するインターネット活用業務の遂行状況に

ついて、同種のサービスを行う事業者または外部事業者から意見、苦情

等が寄せられたときには、「実施基準」に基づいて、外部委員からなる「イ

ンターネット活用業務 審査・評価委員会」（以下、「委員会」）に対応案

の妥当性について検討を求め、その意見を尊重して、必要な措置を講じ

ます。 

「実施計画」の策定にあたっては、「委員会」に適正性の確保の観点か

らの見解を求めることになっており、３０年度の「実施計画」について

は、「委員会」から１２月１４日に「『実施基準』に則り、受信料財源業

務の実施に要する費用が適切な規模に留まること、および有料配信業務

とその他の業務に関連する費用の配賦基準、放送番組等有料配信業務勘

定と一般勘定の区分を適切に順守することを前提に、概ね妥当であると

考えられる。」との答申を受けました。この答申を踏まえ、適切に業務を

行っていきます。３０年度、ＮＨＫは創造性と一層の効率的運営を追求

しつつ、公共放送として、どのような公共性を有するサービスを提供す

べきかに留意しながら、「実施計画」に則って適切にインターネット活用

業務を実施していきます。 

本件が決定されれば、３０年２月１３日開催予定の経営委員会に報告

します。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 
 

（２）平成２９年度インターネットサービス実施計画の変更について 

（経営企画局） 

平成２９年度インターネットサービス実施計画（以下、「実施計画」）

の変更について、審議をお願いします。 

今回の「実施計画」の変更は、９月１３日付で総務大臣に認可された

放送法第２０条第２項第２号および第３号業務の実施基準（インターネ
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ット実施基準）（以下、「実施基準」）の変更に合わせ、今年度の計画の一

部を変更するものです。 

具体的には、「実施基準」に、スーパーハイビジョン試験放送の番組の

同時配信や見逃し配信を行う「試験的提供Ｃ」が追加されたことに対応

し、「実施計画」の第１部「受信料を財源とするサービス」の受信料を財

源とし、広く一般の視聴者に提供するサービス（２号受信料財源業務）

の「試験的な提供について」の国内テレビジョン放送の内訳に、総合テ

レビ、Ｅテレとあわせて、「スーパーハイビジョン試験放送」を追加しま

す。 

「実施計画」については、インターネット活用業務 審査・評価委員会

（以下、「委員会」）に適正性の確保の観点からの見解を求めることにな

っており、今回の変更については１２月１４日に「変更箇所は定義され

た公共性に対し実質的な変更を要するものではないこと、スーパーハイ

ビジョン試験放送の配信に限定された変更であり現時点では競争阻害の

可能性は低いと想定されることに鑑み、適切性を損なうものではないと

考えられる。」との答申をいただきました。 

本件が決定されれば、３０年１月１６日開催の経営委員会に報告しま

す。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（３）非現用不動産の売却について 

（経理局） 

非現用不動産の売却について、報告します。売却物件は、広島の「旧

福山支局」の建物付き土地２,３１９.８５㎡です。一般競争入札を行っ

た結果、売却額は１５億５,１５５万円で、売却先は株式会社信和不動産

に決定しました。平成３０年１月中旬に売買契約を締結する予定で、２

月に売却代金の入金および引き渡しを行う予定です。 

本件が了承されれば、２９年１２月２６日開催の第１２９７回経営委

員会に諮ります。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、次回

の経営委員会に諮ります。 
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（４）「働き方推進委員会」の設置に伴う職務権限事項の改正について 

（経営企画局） 

「働き方推進委員会（以下、「委員会」）」の設置に伴う職務権限事項の

改正について、審議をお願いします。 

 平成２９年１２月７日公表の「ＮＨＫグループ 働き方改革宣言」を

実現するため、「委員会」に関する規程を新設し、規程の管理および「委

員会」の事務局業務に関する権限について整備します。 

 本件が決定されれば、本日付で実施します。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

２ 報告事項 

（１）２０１７年１１月全国個人視聴率調査の結果について 

（放送文化研究所） 

２０１７（平成２９）年１１月に実施した、全国個人視聴率調査の結

果について報告します。 

調査は１１月１３日月曜日から１９日日曜日までの１週間、全国の７

歳以上の男女３,６００人を対象に、配付回収法による２４時間時刻目盛

り日記式（個人単位）で実施しました。有効数は２,３９５人、有効率は

６６.５％でした。調査週の状況は、大相撲九州場所（総合テレビ・ＢＳ

１・ラジオ第１）の放送週で、総合テレビとラジオ第１放送で金曜日に

国会中継「所信表明演説」があり、木・土曜日にアジアプロ野球チャン

ピオンシップの日本戦（ＴＢＳ系列、フジ系列）、日曜日にその決勝「日

本対韓国」（テレビ朝日系列）などの放送がありました。 

テレビ視聴時間の推移を見ると、ＮＨＫと民放の地上波・衛星波を合

わせたテレビ総計の視聴時間は週平均１日あたり３時間４２分で、１０

年前（２００７年）の３時間５３分と比べてやや短くなっています。Ｎ

ＨＫ総計は５８分で、前々年、前年に続き１時間を切っています。 

テレビ総計の視聴時間を男女年層別に見ると、１０年前と比べて、男

女ともに５０代以下で減少傾向にあります。テレビ総計の週間接触者率

（１週間に５分以上テレビを見た人の割合）は、男１３～１９歳、男２

０代で８割を切っています。 



 
8 

各波の週間接触者率の長期推移を見ると、今回の総合テレビは５３.

０％で、テレビ総計、民放地上波計とともにこの２０年で見ると最も低

い水準となっています。 

総合テレビの週間接触者率について男女年層別で見ると、男４０代・

女４０代は前年から減少、男５０代は前々年から減少しました。一方、

男６０代は前年より増加して前々年並みとなりました。 

総合テレビでよく見られた番組は、連続テレビ小説「わろてんか」で、

以下「ＮＨＫニュース７」、「大相撲九州場所」などでした。ＮＨＫと民

放全体でよく見られた番組を見ると、関東地方では、日本テレビの日曜

日夜間の番組、近畿地方では、朝日放送の木曜日夜間の番組や読売テレ

ビの日曜日夜間の番組などがよく見られました。「わろてんか」は両地区

共通して見られています。 

総合テレビの週間接触者率が前年と比べて減少した４０代・５０代に

ついて詳しく見ていきます。 

４０代・５０代のＮＨＫと民放全体の視聴率高位番組を見ると、１０

年前は平日夜間のドラマ、バラエティ、報道番組がよく見られていまし

たが、現在は土日の番組が多く見られています。 

４０代の総合テレビ・Ｅテレの視聴率高位の２０番組を見ると、１０

年前は、全てが総合テレビの番組でしたが、現在は、朝の時間帯の番組

を中心にＥテレの番組が６番組入っています。 

５０代の総合テレビ・Ｅテレの視聴率高位の２０番組を見ると、１０

年前と比べても、総合テレビが視聴の中心にあることに変化はありませ

んが、１０％以上の番組の本数が１０年前と比較して大きく減っていま

す。 

総合テレビの時間帯別の週間接触者率を見ると、５時～１２時までの

午前の時間帯で、前々年と比べて減少しています。１２時～１８時まで

の午後の時間帯は２０１４年以降横ばいですが、１０年前と比べると減

少しています。１８時～２４時の夜間の時間帯は、この３年は大きな変

化はありませんが、２０１４年以前と比べると減少しています。 

総合テレビの平日５分ごとの平均視聴率を１０年前、２０年前（１９

９７年）と比較すると、１６時～１７時台などで増加していますが、7時

台、１２時台や、１９・２０時台などの夜間の時間帯で減少しています。

一方、テレビ総計は朝帯のほか、午後の１４時～１６時で増加していま
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すが、夜間帯は広く減少しています。 

続いて、Ｅテレの結果です。 

Ｅテレの週間接触者率は２６.２％で、前年、前々年並みですが、長期

的に漸減傾向にあります。年層別に見ると、男女７～１２歳は前々年に

比べて減少しました。男女７～１２歳の３０分毎のＥテレの視聴率を見

ると、１７時～１７時３０分が前々年と比較して減少していました。一

方、この時間帯のテレビ総計については、変化がありませんでした。 

衛星放送の結果です。 

自宅で衛星放送を見ることができる人の割合は４９.０％で、前年と同

程度でした。衛星各波の週間接触者率は、ＢＳ１は７.５％、ＢＳプレミ

アムは１２.５％でした。前年、前々年と比べると、ＢＳ１は、減少しま

したが、これはＦＩＦＡワールドカップの日本戦のような大きなスポー

ツイベントの放送がなかったことが原因と考えられます。ＢＳプレミア

ムは、ほぼ横ばいで推移しています。ＮＨＫ衛星計は１５.７％、ＮＨＫ

と民放をあわせた衛星計は２４.０％でした。ＢＳプレミアムの視聴率で

は、「わろてんか」、「オクニョ 運命の女」、「おんな城主 直虎」などド

ラマがよく見られています。 

ラジオの結果です。 

週間接触者率を見ると、ラジオ第１は、前年から減少しました。ＮＨ

Ｋと民放のＡＭ、ＦＭ放送のすべてを合わせた「ラジオ全局計」は、変

化がありません。なお、ラジオ第１は、午前の時間帯で前年と比較して

週間接触者率が減少しました。 

最後に、ＮＨＫ７波の接触のパタンです。「総合＋いずれかの波」に接

触している人の割合が最も多く、約３割でした。年層別に見ると、６０

才以上では「総合のみ接触」や「総合＋いずれかの波」を中心にＮＨＫ

に接触した人が８割を超えますが、５９才以下では「ＮＨＫに接触なし」

という人が一定数存在します。 

 

（会 長）   調査結果を活用してほしいと思います。 

 

 

 

以上で付議事項を終了した。 
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上記のとおり確認した。 

 

平成３０年 １月 ９日 

 

会 長  上 田 良 一  


